
八
月
八
日
に
出
さ
れ
た
人
事

院
勧
告
は
、
「
臨
時
特
例
法
」

に
よ
る
賃
金
削
減
を
考
慮
せ

ず
、
ま
た
、
五
〇
歳
台
後
半
に

お
け
る
官
民
の
給
与
較
差
を
解

消
す
る
と
し
て
、
五
〇
歳
代
後

半
か
ら
の
「
昇
給
・
昇
格
制
度
」

を
改
悪
し
、
平
成
二
五
年
一
月

か
ら
実
施
す
る
と
し
て
い
ま

す
。人

事
院
は
臨
時
特
例
法
に
よ

る
削
減
後
の
官
民
比
較
で
国
家

公
務
員
が
２
万
８
６
１
０
円
、

７
．
６
７
％
低
い
と
し
な
が
ら

「
東
日
本
大
震
災
復
興
の
財
源

確
保
で
２
年
限
り
の
時
限
措
置

だ
か
ら
」
と
改
訂
を
見
送
り
ま

し
た
。

し
か
し
、
人
事
院
は
こ
の
特

例
法
案
に
対
し
、
「
「
代
償
機
能

が
果
た
せ
な
く
な
る
」
と
強
い

懸
念
を
表
明
し
て
い
ま
し
た

が
、
そ
の
是
正
を
勧
告
し
な
か

っ
た
こ
と
は
、
自
ら
の
言
明
に

背
き
、
そ
の
役
割
放
棄
を
宣
言

し
た
に
等
し
い
も
の
で
す
。

人
事
院
は
五
〇
歳
代
後
半
の

賃
金
が
民
間
を
大
き
く
上
回
っ

て
い
る
と
し
て
、
一
昨
年
の
５

６
歳
，
６
級
以
上
か
ら
１
．
５

％
削
減
に
続
き
、
今
勧
告
で
昇

級
、
昇
格
の
抑
制
を
打
ち
出
し

ま
し
た
。
（
別
表
１
～
２
）

人
事
院
が
比
較
の
根
拠
と
し

て
い
る
の
は
人
事
院
が
自
ら
調

査
し
た
デ
ー
タ
で
は
な
く
、
厚

労
省
の
「
賃
金
構
造
基
本
統
計

調
査
」
を
基
に
し
て
い
ま
す
。

こ
の
調
査
は
、
毎
年
６
月
の

賃
金
を
５
人
以
上
常
用
雇
用
し

て
い
る
事
業
所
を
事
業
所
規
模

ご
と
に
一
定
の
方
法
で
抽
出
、

調
査
し
て
い
る
も
の
で
す
。

こ
の
調
査
に
よ
れ
ば
五
〇
歳

代
半
ば
を
ピ
ー
ク
に
賃
金
が
大

き
く
下
が
る
傾
向
に
あ
る
こ
と

は
示
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
こ
れ

は
、
こ
の
年
代
で
の
降
格
、
出

向
な
ど
民
間
の
人
事
･
昇
進
管

理
の
結
果
で
あ
り
、
単
純
に
公

務
員
と
比
較
で
き
る
も
の
で
は

あ
り
ま
せ
ん
。
ち
な
み
に
こ
の

調
査
で
は
年
齢
と
役
職
を
加
味

し
て
比
較
で
き
る
デ
ー
タ
は
あ

り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
こ
の
調
査

に
よ
る
民
間
の
５
５
～
５
９
歳

台
の
平
均
勤
続
年
数
は
２
３
．

１
年
で
、
大
企
業
で
も
２
９
．

８
年
に
過
ぎ
ま
せ
ん
。
公
務
員

の
場
合
中
途
採
用
は
き
わ
め
て

少
な
い
こ
と
か
ら
５
５
歳
で
は

高
卒
で
３
７
年
、
大
卒
で
３
３

年
と
な
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
役
職
も
勤
続
年

数
も
無
視
し
、
単
に
年
齢
だ
け

を
比
較
し
て
賃
金
の
抑
制
を
行

う
な
ど
「
科
学
的
人
事
管
理
」

を
標
榜
す
る
人
事
院
の
行
う
こ

と
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

人
事
院
は
今
回
の
報
告
で
も

「
能
力
･
実
績
に
基
づ
く
人
事

管
理
の
推
進
」
「
人
事
評
価
の

適
切
な
実
施
」
な
ど
を
強
調
し

て
い
ま
す
。
ま
た
、
公
務
員
の

賃
金
は
人
事
院
が
作
っ
た
「
標

準
職
務
表
」
で
役
職
と
責
任
で

格
付
け
さ
れ
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
今
回
の
人
事
院
の

措
置
は
、
５
５
歳
を
過
ぎ
れ
ば

い
か
に
成
績
優
秀
で
も
昇
給
が

抑
制
さ
れ
、
職
務
、
職
責
が
上

が
っ
て
も
、
そ
れ
に
見
合
う
昇

給
、
昇
格
を
押
さ
え
る
も
の
で
，

自
ら
定
め
た
職
務
･
職
階
の
賃

金
体
系
を
否
定
す
る
こ
と
に
な

り
、
こ
ん
な
で
た
ら
め
で
矛
盾

だ
ら
け
、
不
当
な
勧
告
は
あ
り

ま
せ
ん
。
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でたらめと矛盾に満ちた勧告
人事院：自らの役割と存在を否定

五
〇
歳
代
後
半
の

昇
級
･昇
格
制
度
改
悪

こ
れ
で
は
管
理
職
の
な
り
手
無
し

民
間
と
の
比
較

役
職
･
勤
続
年
数
も
無
視

昇
給
･昇
格
抑
制

職
務
･
職
階
は
ど
こ
に

昇給区分Ａ 昇給区分Ｂ 昇給区分Ｃ 昇給区分Ｄ 昇給区分Ｅ

現

行

５５歳以下 ８号俸以上 ６号俸以上 ４号俸 ２号俸 ０号俸

５５歳超 ４号俸以上 ３号俸以上 ２号俸 １号俸 ０号俸

勧

告

５５歳以下 ８号俸以上 ６号俸 ４号俸 ２号俸 ０号俸

５５歳超 ２号俸以上 １号俸 ０号俸 ０号俸 ０号俸

ゼ
ロ
勧
告

代
償
機
関
の
役
割
放
棄

６級昇格時の号俸

改悪後【毎月の損失額】

５１号俸（４０５，６００円）

【１，５００円】

５２号俸（４０６，３００円）

　【４，９００円】

５３号俸（４０７，１００円）

　【５，４００円】

５５号俸（４０８，５００円）

　【６，４００円】

現行

５３号俸（４０７，１００円）

５９号俸（４１１，２００円）

６１号俸（４１２，５００円）

６５号俸（４１４，９００円）

６級昇格した日の前日まで
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政
府
は
退
職
金
で
も
官
民
格

差
の
解
消
を
図
る
と
し
て
国
家

公
務
員
の
退
職
手
当
を
平
均
４

０
２
万
あ
ま
り
を
削
減
す
る
こ

と
を
閣
議
決
定
し
、
独
法
や
地

方
公
務
員
に
も
削
減
を
要
請
す

る
こ
と
を
決
定
し
ま
し
た
。

今
回
の
引
き
下
げ
は
政
府
の

意
向
を
受
け
て
人
事
院
が
退
職

給
付
を
調
査
（
２
０
１
２
年
３

月
７
日
報
告
）
、
そ
の
結
果
を

唯
一
の
根
拠
に
削
減
を
強
行
す

る
も
の
で
す
。

削
減
方
法
は
下
表
の
通
り
、

２
０
１
３
年
１
月
１
日
か
ら
２

０
１
３
年
７
月
１
日
に
か
け
て

段
階
的
に
削
減
す
る
と
し
て
い

ま
す
が
、
段
階
的
と
は
い
え
、

き
わ
め
て
大
き
な
額
の
削
減
で

あ
り
、
生
活
設
計
に
与
え
る
影

響
も
深
刻
で
す
。

特
例
法
に
よ
る
賃
金
の
大
幅

削
減
に
続
く
、
今
回
の
退
職
金

の
削
減
は
職
員
の
生
活
に
打
撃

を
与
え
る
と
同
時
に
、
勤
労
意

欲
、
や
る
気
を
削
ぎ
、
「
削
減

前
に
退
職
し
た
い
」
な
ど
の
雰

囲
気
を
生
ん
で
い
ま
す
。

そ
も
そ
も
退
職
手
当
は
、
国

家
公
務
員
の
賃
金
の
よ
う
に

「
情
勢
適
応
の
原
則
」
で
決
定

す
る
よ
う
に
は
な
っ
て
お
ら

ず
、
民
間
と
の
差
が
出
た
か
ら

と
い
っ
て
直
ち
に
連
動
す
る
も

の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

兼
職
禁
止
や
公
務
員
の
様
々

な
制
約
な
ど
を
加
味
し
，
勤
務

条
件
の
一
つ
の
柱
と
し
て
ま
さ

に
交
渉
で
決
定
す
べ
き
も
の
で

す
。特

に
「
自
立
的
労
使
関
係
」

を
言
い
、
交
渉
で
賃
金
を
決
め

る
な
ど
の
「
公
務
員
制
度
改
正

法
案
」
を
提
出
し
て
い
る
民
主

党
政
権
の
下
で
、
交
渉
･
協
議

も
不
十
分
な
ま
ま
、
一
方
的
に

決
め
る
こ
と
な
ど
断
じ
て
許
せ

ま
せ
ん
。

ユ
ニ
オ
ン
は
８
月
１
４
日
内

閣
総
理
大
臣
、
総
務
大
臣
宛
に

別
紙
の
要
求
書
を
提
出
し
、
退

職
金
削
減
の
撤
回
、
誠
実
な
交

渉
な
ど
を
求
め
て
い
ま
す
。

民
主
党
の
「
労
使
交
渉
で
勤

務
条
件
決
定
」
の
立
場
が
本
物

な
ら
、
こ
の
要
求
に
応
え
る
の

が
そ
の
証
と
な
り
ま
す
。

１０月６，７日全国活動者会議

アンケート結果などに基づいて
要求と運動を議論

ユニオンは８月末を目途に取り組んできたアンケート

を現在集約･分析中です。これまでに過去最高を東北、

北陸、関東、中国、地理が突破し、全国的にも過去最

高の更新を目指しています。

このアンケートに出された管理職員の意見、要求を

整理し、また、人事院勧告、退職金削減、本格化する

再任用などの要求と運動を議論し、秋からの活動を強

化するため、全国活動者会議を開催します。

相次ぐ公務員バッシング、労働条件の切り下げなど

で職場は意気消沈の感もありますが、この会議を契機

に反撃の大きなのろしを上げることが求められます。

是非、皆さんの意見、力を反映させてください。

今
回
の
勧
告
と
退
職
金
の
削
減
は
撤
回
せ
よ
！

ユ
ニ
オ
ン
は
総
理
大
臣
、
総
務
大
臣
に
要
求
書
提
出

退
職
手
当
削
減
の
閣
議
決
定
も
強
行


